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研究成果の概要（和文）：　本研究は，学校教育における住教育に着目し，カリキュラム・マネジメントの視点
を取り入れた住教育プログラムを構築することを目指したものである。まず，学校教育における住教育の位置付
けを整理するために，各教科の学習指導要領や教科書から、家庭科住居領域とのかかわりを分析した。その際
に，カリキュラム・マネジメントについても考察し，教科等横断的な視点から住教育をとらえ直した。次に，中
学校・高等学校の家庭科教員を対象とした調査を実施し，家庭科住居領域の指導の実態を把握して課題を明らか
にした。その結果を踏まえて，住教育を教科等横断的な指導により実践することの可能性を見出した。

研究成果の概要（英文）：　This study focused on housing education in school education and aimed to 
construct a housing education program that incorporates a curriculum management perspective. First, 
in order to organize the position of housing education in school education, we analyzed the 
relationship between housing education and home economics based on the curriculum guidelines and 
textbooks of each subject area. In doing so, curriculum management was also considered, and housing 
education was reconsidered from a cross-curricular perspective. Next, we conducted a survey of 
junior high school and high school home economics teachers to grasp the actual state of home 
economics housing instruction and to clarify issues. Based on the results, we found the possibility 
of implementing housing education through cross-curricular instruction.　

研究分野： 家庭科教育
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　住まいは，人々の生活を支える基盤である。近年の日本では自然災害が頻発，激甚化しており，毎年のように
多くの人命や財産が失われている。安全な住まいを選択するには，国民一人ひとりに住生活に関する知識の習得
が必要である。住教育を充実させるには，学校教育全体で取り組む必要がある。本研究は，カリキュラム・マネ
ジメントの視点を取り入れることにより，学校教育における住教育を捉え直し，今後のより豊かな住生活の実現
を図るものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 近年，自然災害が増加傾向にある。大型の台風，集中豪雨，突風，竜巻などを原因として，家
屋の倒壊や損壊などの被害が全国各地で発生している。このような災害が起こると，住居被害の
様子が全国一斉に映像で流れ，人々は改めて自分自身の住居について振り返り，考え直す契機と
なる。住居は生活の基盤である。安心して日々の生活を営み，また災害に柔軟に対応するために
も，日頃から住居に関心をもって管理をするよう努めなければならない。そのためには，国民一
人ひとりに住居に関する知識の習得が求められる。 
国民の豊かな住生活の実現を目指して，平成 18 年に住生活基本法が制定された。この法律に

基づく「住生活基本計画（全国計画）」（国土交通省，2016）では，豊かな住生活の実現を図るた
めには，国民が住生活の向上に関心をもち，住居の品質又は性能やその維持管理等に関する必要
な知識を有することが求められている。国民がこのような知識を得る場として，家庭教育・学校
教育・社会教育が考えられる。この中で，すべての国民の一定水準での知識の獲得に，最も効果
を発揮するのは学校教育である。学校教育では，様々な教科等の中で，住生活に関する知識を得
ることができる。しかし，教科内容の一分野をなし，さらに小学校・中学校・高等学校と一貫し
て取り扱っている教科は家庭科だけである。学校教育の中の住教育において，家庭科が担う役割
は大きい。 
しかし先行研究では，家庭科の中で住居領域の指導は低調であり，他領域と比較して取り扱い

時間が少なく，指導者である教員によって扱いが左右されている現状が指摘されている。つまり，
児童生徒の学びが保証されていないという現状がある。家庭科は，生活全般を学習対象としてお
り，家族・家庭，衣食住，消費生活，環境などの幅広い学習内容を授業で扱う教科である。学習
指導要領の改訂（小学校・中学校：2017 年，高等学校：2018 年）により，家庭科の全体の枠組
みが変更された。その内容を見ると，住居領域の扱いは他領域と比較して少なく，十分に授業時
間を確保するのは難しいと危惧され，今後，住居領域の指導の充実を期待するのは難しいと判断
できる。そのため，限られた授業時間数の中で，深い学びが得られる効果的な指導が求められる。 
以上のような点を考慮すると，現状のままでは家庭科住居領域において，学びの充実を図るこ

とは困難であると考えられる。家庭科の教科の中だけで解決するには限界があり，学校教育全体
で住教育を捉え直すことから，根本的な解決を図ることを目指す必要がある。 
学習指導要領の改訂の基本方針の一つに，学校におけるカリキュラム・マネジメントの推進が

ある。各学校においては，現代的な諸課題に対応して，教科等横断的な学習を充実すること，そ
して授業改善を行うことが求められており，その取組の実現のためには，学習の効果の最大化を
図るカリキュラム・マネジメントに努めることが求められている。この現代的な諸課題として，
学習指導要領には主権者教育，食育，消費者教育，環境教育などが例として記載されている。し
かし，その中に住教育に関する内容は含まれていない。このカリキュラム・マネジメントの視点
を取り入れることにより，住教育を学校教育全体で扱うことが可能となって，充実を図ることが
できるのではないかと考えられる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，カリキュラム・マネジメントの視点を取り入れ，学校教育全体における住教育を構
築することを目指している。近年の自然災害が多発している状況，そして将来的に巨大地震等の
激甚災害が必ず起こることが予想されていることからも，住教育の必要性は明らかである。そこ
で，学校教育における住教育の明確な位置づけを示すことを目指したい。住教育を学校教育全体
で包括的に体系づけ，小中高の系統性を考え，家庭科住居領域の全体像を捉えた指導方法を考案
する。 
 本研究で明らかにする事項として，以下の点があげられる。 
(1)カリキュラム・マネジメントによる住教育の可能性 
(2)各教科等における住教育に関する内容の整理 
(3)各教科等における「住居の安全」に関する指導内容の検討 
(4)住居領域における指導の実態と課題，教科等横断的な指導の考察 
 
３．研究の方法 
(1)カリキュラム・マネジメントによる住教育の可能性 
小学校・中学校の「学習指導要領（平成 29 年告示）解説 総則編」をもとに，カリキュラム・

マネジメントを推進することの意義や効果的な進め方について確認した。そして，カリキュラ
ム・マネジメントの視点を取り入れた住教育に取り組むことの可能性を考察した。 
 
(2)各教科等における住教育に関する内容の整理 
 小学校，中学校，高等学校の学習指導要領から，家庭科住居領域の指導内容を分類して整理し
た。学校教育における住教育の全体像を確認するために，「小学校学習指導要領（平成 29 年告
示）」，「中学校学習指導要領（平成 29 年告示）」と各教科等の学習指導要領解説から，住教育に
関連すると考えられる内容を抽出した。そして，家庭科住居領域を軸として，各教科等で扱う学



びの内容について整理した。 
 
(3)各教科等における「住居の安全」に関する指導内容の検討 
 近年の自然災害が頻発している状況から，家庭科住居領域の学習内容の中でも「住居の安全」
に着目して，各教科等で扱う関連した学習内容を抽出して検討した。現在，学校で使用されてい
る教科用図書（以下，教科書）の記載内容を整理して，教科等横断的な視点から住教育の内容を
考察した。 
 
(4)住居領域における指導の実態と課題，教科等横断的な指導の考察 
中学校，高等学校の家庭科担当教員を対象に，アンケート調査を行った。調査内容は，家庭科

教員の属性（教員歴，家庭科教員免許の保有状況等），住居領域の指導（時間配分，指導内容，
指導上の課題等），他教科等との連携の実態と可能性についてである。また，１人１台端末が整
備されている現状を踏まえ，タブレット等の活用により，住居領域の指導がどのように実施され
ているかについても明らかにし，今後の指導の方向性を探ることとした。調査期間は，令和５年
２月から３月であり，Ａ県下のすべての中学校 82 校と高等学校 40 校に調査票を郵送し，所定の
封筒にて回収した。 
 
４．研究成果 
(1)カリキュラム・マネジメントによる住教育の可能性 
「学習指導要領解説 総則編」（小学校・中学校：平成 29 年告示，高等学校：平成 30 年告示）

によると，カリキュラム・マネジメントを推進することは，学習の効果の最大化を図り，各学校
の教育活動の質を向上させることにつながる。現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力
を，教科等横断的な視点で育成していくことが求められていた。現代的な諸課題に関する教科等
横断的な教育内容の例が示されており，それらを整理した。 
住教育を家庭科という教科のみならず，学校全体で推進していくためには，カリキュラム・マ

ネジメントの視点を取り入れると，効果的に取り組むことが可能になると判断できた。これから
の時代にますます必要となるであろう，「災害等を乗り越えて豊かな住生活を育む力」は，現代
的な諸課題に対応して求められる資質・能力として捉えることができる。そこで，「住教育」に
ついても，育成を目指す資質・能力に関連する各教科等の内容を抜粋して整理することにした。 
 
(2)各教科等における住教育に関する内容の整理 
 家庭科住居領域で扱う学習内容 
について，小学校・中学校・高等   表１ 各教科等における住教育に関する内容（抜粋） 
学校の学習指導要領を基に整理し
たところ，７つの枠組み（「住居の
機能と計画」「快適な室内環境」「住
居の安全」「住生活の文化」「地球環
境への配慮」「地域の住環境」「住生
活関連法規」）に分類することがで
きた。 
各教科等における住教育に関連    

すると考えられる学習内容につい
て，学習指導要領から抜粋して整
理し，一覧表にまとめた。小学校
は，「国語」，「社会」，「算数」，「理
科」，「生活」，「図画工作」，「体育」，
「特別の教科 道徳」の８教科等
において，住教育と関連する内容
が確認できた。中学校は，「国語」，
「社会」，「数学」，「理科」，「美術」，
「保健体育」，「技術・家庭（技術分
野）」，「特別の教科 道徳」の８教
科等において，住教育と関連する
内容が確認できた。 
 
(3)各教科等における「住居の安
全」に関する指導内容の検討 
 「住居の安全」に着目して，各教
科等で扱う学習内容を抜粋し，家
庭科の学習内容として分類した７
項目をもとに整理して，一覧表に
まとめた（表１。その結果，各教科等の学習内容の中に，住教育に関する内容が点在しているこ
とが明らかとなった。 



 
(4) 住居領域における指導の実態と課題，教科等横断的な指導の考察 
家庭科教員対象のアンケート調査の回収数は，中学校 44 票（有効回収率は 53.7％），高等学

校 16 票（有効回収率は 40.0％）であった。 
①回答者の属性 
 年齢は，50 代が最も多く，40 代以上が全体の約７割を住めており，ベテラン教員が多かった。
中学校では，免許外教科として家庭科を担当している教員が約半数おり，７割近くの教員が他教
科の授業の兼務をしているという多忙な状況が見られた。 
②住居領域の指導の実情 
 住居領域の授業時数の平均は，中学校 7.57 時間，高等学校「家庭基礎」4.50 時間，「家庭総
合」7.60 時間であったが，学校により授業時数に差が見られた。 
 住居領域の指導上の課題について，12 の内容を示し，「とてもそう思う」から「思わない」の
５件法で回答を求めた結果を図１（中学校教員対象）に示す。生徒の住居領域に対する興味・関
心は，低いと考えており，他領域と比べて指導がしにくく授業時間数の不足を感じている。 

   図１ 住居領域の指導上の課題（中学校教員対象） 
 
③他教科との連携 
 家庭科と他教科等を連携した授業に取り組
んでいるかを尋ねると，中学校では，26 人
（59.1％）が連携していると回答し，そのうち
９人が住居領域で実施していると回答した。具
体的な内容としては，総合的な学習の時間で防
災に関することを扱ったり，社会科地理的分野
で世界の住まいに関する内容を扱ったりして
いた。 
家庭科住居領域の授業と他教科等との連携

の可能性について尋ねたところ，中学校の教員   図２ 他教科等との連携（中学校教員対象） 
は，「関心がある」７人(15.9%），「関心はあるが 
現状は難しい」18 人(40.9%），「関心がない」８人(18.2%)，「その他」３人(6.8%)，「無回答」８
人(18.2%)であった（図２）。関心はあっても実施は難しいと考えている人が多く，他教科等との
連携をする場合は，どのような内容が考えられるかを自由記述で求めた結果，15 人から回答が
あった。具体的な内容としては，総合的な学習の時間で防災学習と関連させた住まいの安全対策，
理科で結露についての実験をして対処法を考える，理科で地震発生のメカニズムを学び対策を
考える等があった。 
 中学校では，住居領域と他教科等との連携授業が実践されている様子が見られたが，高等学校
での実践は，わずかであった。これは，中学校は免許外教科として家庭科を担当している教員が
多数いることから，他教科との連携が実践しやすくなっていると考えられる。学習指導要領と教
科書の分析の結果，住教育は各教科等の中に学習内容が含まれていることが明らかとなった。今
後は，各教科等のつながりを意識して，授業では住教育としてどのような内容を扱うか，効果的
に学ぶためには，学校段階のどの時期に扱うとよいか等についても具体的に考えていく必要が
ある。各教科等のねらいに応じた連携を考える必要があり，今後の課題である。 
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